
日   時：平成 29 年 6 月 30 日（金）  
午前 10 時 30 分  

場 所：北とぴあ  ７階第２研修室  
 

 平成２９年度  第１回東京都北区空家等対策審議会  次第  
 

１  開 会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・司  会（住宅課長）  
 ２  自己紹介・・・・・・・・・・・・・・・・・・各委員  
 ３  会長及び副会長の選出  
 ４  会長あいさつ・・・・・・・・・・・・・・・・会 長  
 ５  議 題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・会 長             

（１）東京都北区空家等対策審議会について  
（２）東京都北区の空き家対策の現状について  
（３）東京都北区空家等実態調査の結果について  
（４）今後のスケジュールについて  

      （５）その他  
６  閉   会  

 
≪   配  付  資  料  ≫  
１  東京都北区空家等対策審議会委員名簿  審議１－１  
２  諮問文  審議１－２  
３  東京都北区空家等対策審議会について  審議１－３  
４  東京都北区の空き家対策の現状について  審議１－４①

５  東京都北区特定空家等に対する措置方針 審議１－４②

６ 東京都北区空家等対策審議会条例  審議１－４③

７ 東京都北区空家等対策審議会運営規則  審議１－４④

８ 北区空家等対策庁内検討委員会設置要綱  審議１－４⑤

９ 東京都北区空家等実態調査報告書  審議１－５ 

１０ 東京都北区空家等対策審議会 今後の予定  審議１－６ 

１１ 東京都北区空家等対策計画の骨子（案） 審議１－７ 

≪  参 考  ≫ 

①  空家等対策の推進に関する特別措置法          審議１－参①

② 空家等対策の推進に関する特別措置法の概要  審議１－参②

③ 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための

基本的な指針【概要】  
審議１－参③

④ 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための

基本的な指針     
審議１－参④

⑤ 「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るた

めに必要な指針（ガイドライン）【概要】  
審議１－参⑤

⑥ ガイドライン[別紙 1]～[別紙４]の概要  審議１－参⑥

⑦ 「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るた

めに必要な指針（ガイドライン）  

審議１－参⑦



   審議１-１  

東京都北区空家等対策審議会委員名簿 
審議会委員 

 委員 選出区分 選出団体等 

１ 髙
たか

 
はし

 雅夫
まさお

 学識経験者 日本大学法学部法律学科教授 

２ 内 山
うちやま

 忠
ただ

明
あき

 学識経験者 弁護士・北区建築審査会会長 

３ 近 藤
こんどう

 徹
とおる

 建築関係団体等の代表者 東京司法書士会 北・荒川支部長 

４ 木佐貫
きさぬき

 正
ただし

 建築関係団体等の代表者 （一般社団法人）東京都建築士事務所協会 北支部長 

５ 小 林
こばやし

 勇
いさむ

 建築関係団体等の代表者 （公益社団法人）東京都宅地建物取引業協会 北区支部長

６ 手塚
てづか

 康 弘
やすひろ

 建築関係団体等の代表者 （ＮＰＯ法人）日本地主家主協会 

７ 中 島
なかしま

 昭 則
あきのり

 警察署及び消防署の職員 王子警察署長 

８ 村瀬
むらせ

 智 行
ともゆき

 警察署及び消防署の職員 赤羽警察署長 

９ 岩 澤
いわざわ

 俊
とし

宏
ひろ

 警察署及び消防署の職員 滝野川警察署長  

10 市 川
いちかわ

 博三
ひろみ

 警察署及び消防署の職員 王子消防署長 

11 青 山
あおやま

 勝
まさる

 警察署及び消防署の職員 赤羽消防署長 

12 竹 花
たけはな

 勝
かつ

明
あき

 警察署及び消防署の職員 滝野川消防署長  

13 石 山
いしやま

 成 明
しげあき

 町会及び自治会の代表者 王子地区町会自治会連合会長 

14 齋 藤
さいとう

 邦 彦
くにひこ

 町会及び自治会の代表者 赤羽地区町会自治会連合会長 

15 尾崎
おざき

 眞 一
しんいち

 町会及び自治会の代表者 滝野川自治会連合会長 

16 峯 崎
みねざき

 優二
ゆうじ

 その他区長が適当と認めるもの 北区危機管理室長 

17 早 川
はやかわ

 雅子
まさこ

 その他区長が適当と認めるもの 北区生活環境部長 

18 都築
つづき

 寿
とし

満
みち

 その他区長が適当と認めるもの 北区健康福祉部長 

19 石 原
いしはら

 美
み

千代
ち よ

その他区長が適当と認めるもの 北区保健所長 

20 横尾
よこお

 政
まさ

弘
ひろ

 その他区長が適当と認めるもの 北区まちづくり部長 

21 荒田
あらた

 博
ひろし

 その他区長が適当と認めるもの 北区土木部長 



審議１－２



    審議１-３  

 
東京都北区空家等対策審議会について 

 
１ 設置目的（北区空家等対策審議会条例第 1 条） 
  空家等対策の推進に関する特別措置法の適正かつ円滑な運用を図るため、区長の附属

機関として、東京都北区空家等対策審議会を設置する。 
 
２ 役割（北区空家等対策審議会条例第２条） 

 審議会は、次に掲げる事項について区長の諮問に応じて審議し、答申する。 
（１） 空家等対策計画（空家等対策の推進に関する特別措置法 第六条第一項に規定

する空家等対策計画をいう。）の作成、変更等に関すること。 
（２）区内に存する空家等（法第二条第一項の空家等をいう。）が特定空家等（同条

第二項の特定空家等をいう。）の状態にあるか否かの判定に関すること。 
（３）法第十四条第一項又は第２項の規定に基づく区長による助言、指導又は勧告に

関すること。 
（４）法第十四条第三項の規定に基づく区長による命令に関すること。 
（５）法第十四条第九項の規定に基づき、行政代執行法（昭和二三年法律第四三号）

の定めるところに従い、区長が自ら行い、又は第三者をして行わせる行為に関す

ること。 
 
３ 守秘義務（北区空家等対策審議会条例第８条）  
   委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様

とする。 
 
４ 会議の公開の考え方(北区空家等対策審議会運営規則第１０条) 

 審議会の会議は、これを公開する。ただし、次に掲げる場合は、その全部又は一部を

非公開とすることができる。 
（１）東京都北区情報公開条例（平成十二年十二月東京都北区条例第六十三号）第八

条各号に掲げる非公開情報が含まれる事項について審議する場合 
（２）会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害されるおそれが

あると認められる場合 
 

※各回終了後、東京都北区空家等対策審議会の議事録を北区のホームページで公開します。  
※北区空家等対策計画（案）についてパブリックコメントを実施します。 

 
 



    審議１-４①  

 

東京都北区の空き家対策の現状について  

 

≪法令の経過≫ 

【 国 】 

平成 27 年 5 月 26 日施行  空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

【 北区 】 

平成 28 年 11 月  4 日  東京都北区特定空家等に対する措置方針 審議１－４② 

平成 29 年 4 月 1 日施行  東京都北区空家等対策審議会条例 審議１－４③ 

平成 29 年 4 月 1 日施行  東京都北区空家等対策審議会運営規則 審議１－４④ 

平成 29 年 4 月 1 日施行  北区空家等対策庁内検討委員会設置要綱 審議１－４⑤ 
   
≪区の取組み≫ 

平成 22 年度  北 区 空 家 実 態 調 査 実 施 （住宅課） 

平成 25 年度  老朽家屋除却支援事業開始 （建築課） 

 十条駅西地区の不燃化特区指定 （十条まちづくり担当課） 

平成 26 年度  志茂地区の不燃化特区指定  (まちづくり推進課) 

平成 27 年度  空 き 家 の 有 効 活 用 検 討 (住宅課） 

    平成 28 年度  ＝空き家対策の推進＝ 

                 【空家対策の透明化・庁内の連携体制構築】 

北区特定空家等に対する措置方針作成 

【適正管理・利活用】北区空家等実態調査実施（建築課） 

         【適正管理・利活用】空き家総合相談窓口の設置（住宅課） 

【適正管理・利活用】空 き 家 個 別 相 談 実 施（住宅課） 

         【適正管理・利活用】空 き 家 講 演 会 実 施（住宅課） 

         【 除 却 支 援 】老朽空き家除却支援まちづくり推進事業 

（防災まちづくり事業担当・十条まちづくり担当課、建築課） 

         【 除 却 支 援 】不燃化特区における専門家派遣の充実 

（防災まちづくり事業担当・十条まちづくり担当課） 

 

≪勉強会、調整会議、検討委員会≫ 

平成 27 年度  空家等対策の推進に関する特別措置法」関係課勉強会等（5 回） 

平成 28 年度  空家対策関係部署打ち合わせ（4 回）  

空き家対策に関する庁内調整会議（2 回） 

平成 29 年度    空 家 等 対 策 庁 内 検 討 委 員 会（3 回） 
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東京都北区特定空家等に対する措置方針 

 

２ ８ 北 ま 住 第 1 7 7 6 号 

平成２８年 11 月 4 日区長決裁 

 

１．「特定空家等に対する措置方針」の目的 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」とい

う。）において、特定空家等に対する措置が法第 14 条に規定されている。これらの措置

については助言又は指導・勧告・命令・及び代執行の手続きを、順を経て行う必要があり、

その措置に係る判断内容や手続きについては、国交省が定めた「特定空家等に対する措置」

に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）に基づき、基本的な考え方

を示し、措置に対する透明性を図るものである。 

 

２．空家等の該当の有無及び立入調査に関すること 

まず、特定空家等の認定にあたり、適切な管理が行われていない空家等の所有者等の事

情の把握をする必要がある。所有者等への連絡は、書面によらなくても電話、対面等によ

ることも可能とする。 

次に、事実関係を確認し、把握した当該空家等の所有者等の事情を勘案しながら、具体

の対応方策を検討する。この時点で、助成制度の案内等により、改善に向けた、所有者等

の対応を促すものとする。 

また、特定空家等の認定を視野に入れて立入調査（法第 9 条）として、敷地外よりの外

観目視調査では足りない場合に、必要最小限の範囲で敷地内に立ち入り、状況を確認する

ことができる。立入調査を行う場合は、その５日前までに当該空家等の所有者等にその旨

の通知を行う。なお、所有者等への通知が困難な場合は通知を要しない。（法第 9 条 3 項

ただし書） 

 

３．特定空家等の判断基準及び認定に関すること 

特定空家等は将来の蓋然性を含むため、すべての事象に対し定量的な基準により、一律

に判断することはできない。 

審議１‐４②
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区長は、「東京都北区特定空家等の判断基準」（別紙）に基づき、周辺の建築物や通行人

等に対し悪影響をもたらす恐れがあるか、悪影響の程度と危険等の切迫性を踏まえ、客観

性を保ちつつ、総合的に判断し認定することができる。 

 

４．特定空家等に対する措置に関すること 

 適切な管理が行われていない空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法第 14 条

に基づき、助言又は指導・勧告・命令及び代執行の措置の対象とすることができる。 

 

（１）助言又は指導（法第 14 条第 1 項） 

   適切な管理が行われていない空家等に対して、助言又は指導をすることができる。 

助言又は指導が適切に行われるために必要な内容、事由は以下のとおり。 

・当該対象建築物等の特定 

・当該空家等の現状がどのような状態になっているか 

・周辺の生活環境にどのような悪影響を及ぼしているか 

・除却、修繕、立木竹の伐採その他必要な措置の内容 

告知すべき事項は上記のほか、下記のことを告知する。 

・当該助言又は指導の責任者 

・指導後の対応として、勧告をする可能性があること、勧告した場合に当該特定空家

等に係る敷地について固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の対象から除外され

ること 

 

（２）勧告（法第 14 条第 2 項） 

助言又は指導により改善が認められない者に対して、改善を図るための相当の猶予期限

を設けて、必要な措置をとることを勧告することができる。 

なお勧告は書面により行い、所有者等が複数存在する場合は全員に勧告を行う。 

勧告に基づく措置が適切に行われるために必要な内容、事由は、所有者等が具体的に何

をどうすればよいか理解できるように明確に示す。措置の内容は規制目的を達成するため

に必要かつ合理的な範囲内のものとする。 

勧告に記載する内容は上記のほか、下記のことを記載する。 
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・当該勧告の責任者 

・勧告に係る措置を実施した場合は、遅滞なく当該勧告の責任者に報告すること 

・正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかった場合、命令を行う可能性があ

ること 

・当該特定空家等に係る敷地について、固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の対象

から除外されること 

なお、勧告をした場合、又は勧告した当該特定空家等が改善された場合は、都税事務所

に速やかに情報提供を行う。 

 

（３）命令（法第 14 条第 3 項～第 8 項） 

勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、改善を

図るための相当の猶予期限を設けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができ

る。 

ア 所有者等への事前の通知 

措置を命じようとする場合、あらかじめ、その措置を命じようとする者又はその

代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えるため所定の事項を

記載した通知書を交付する。所定の事項とは、命じようとする措置の内容及びその

事由・意見書の提出先・意見書の提出期限をいう。 

イ 所有者等による公開による意見聴取の請求 

命令に係る通知の交付を受けた者は、その交付を受けた日から 5 日以内に、意見

書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

ウ 公開による意見の聴取 

上記の請求があった場合、公開による意見の聴取を行う。意見聴取の 3 日前まで

に当該措置を命じようとする者又はその代理人に対し、命じようとする措置・意見

の聴取の期日及び場所を通知するとともに、これを公告する。 

エ 命令の実施 

アの意見提出がなかった場合、イの請求がなかった場合、意見の提出又は意見の

聴取を経てもなお当該命令措置が不当でないと認められた場合は、当該措置を命ず

ることができる。なお、命令は書面で行う。 
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オ 標識の設置その他 

命令をした場合、第三者に不測の損害を与えることを未然に防止する観点から、

当該特定空家に標識を設置するとともに、インターネット等に命令が出ている旨を

公示する。 

 

（４）代執行（法第 14 条第 9 項） 

命令を受けた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行して

も期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律四十三号）

の定めるところに従い、代執行を行うことができる。 

ア 文書による戒告 

措置を命じようとする場合、相当の期限を定め、その期限までに義務の履行がな

されないときは、代執行をなすべき旨を、あらかじめ文書により戒告する。 

イ 再戒告 

義務者自身による履行が期待され得るのか等の状況を勘案して、直ちに代執行令

書による通知の手続きに移らず、再度戒告を重ねることも認められる。 

ウ 代執行令書 

義務者が前述の戒告を受けて、指定の期限までにその義務を履行しないときは、

代執行令書をもって、代執行をなすべき時期・代執行のために派遣する執行責任者

の氏名・代執行に要する費用の概算による見積額を義務者に通知する。 

エ 非常の場合又は危険切迫の場合 

非常の場合又は危険切迫の場合において、命令の内容の実施について緊急の必要

があり、前述の戒告及び代執行令書による通知の手続きをとる暇がないときは、そ

の手続きを経ないで代執行をすることができる。 

 

（５）措置を命ぜられるべき者を確知できない場合（法第 14 条第 10 項） 

過失なく措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて助言又

は指導及び勧告が行われるべき者を確知することができないため命令を行うことができ

ないときを含む。）は、区長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその

命じた者若しくは委任したものに行わせることができる（いわゆる略式代執行。）。 
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ア 事前の公告 

法第 14 条第 10 項の代執行を行う場合においては、相当の期限を定めて、当該

措置を行うべき旨・その期限までに当該措置を行わないときは、区長又はその措置

を命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告する。 

 

５．空家等に対する他法令による諸規制等 

適正に管理が行われていない空家等に対しては、法に限らず他法令（建築基準法、消防

法、道路法、災害救助法、廃棄物処理法、密集市街地整備法、景観法等）により必要な措

置が講じられる場合が考えられる。各法令により、目的、講ずることができる措置の対象

及び内容、実施主体等が異なることから、措置の対象となる空家等について、その物的状

態や悪影響の程度、危険等の切迫性を総合的に判断して、手段を選択する。その際、必要

に応じ関係各課の連携を図るものとする。 

また、空き家等の対応のみならず、住宅課「空き家の相談窓口」に寄せられている生活

環境関連の各種相談内容についても、「特定空家等対策担当所管課」の役割分担を準用す

ることとし、事象によっては、福祉部門との連携を図り、解決に向けた対応にあたる。 
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東京都北区特定空家等の判断基準 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法では、約１年以上空家である状態のものを空

家といい、さらに管理状態が悪いものを特定空家等としている。 

法律上の特定空家等の定義は、空家等で以下の 4 つのいずれかの状態にあると認め

られるものである。（法第２条第２項） 

 

１．そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

２．そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

３．適切な管理が行われてないことにより著しく景観を損なっている状態 

４．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

上記のそれぞれについて、具体的な判断の参考となる基準を示す。なお、特定空家

等の判断は将来の蓋然性を含むため、すべての事象に対し定量的な基準により一律に

判断することはできない。よって、本基準を参考とし総合的に判断する。その際、周

辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらす恐れがあるか（当該空家等の立地環境

等地域の特性に応じて、悪影響が及ぶ範囲を適宜判断する）及び、悪影響の程度と危

険等の切迫性（気候条件等地域の実情に応じて、悪影響の程度や危険の切迫性を適宜

判断する）などを合わせて検討する。また、特定空家等の対象範囲が広く、多岐にわ

たるため、別表のとおり、状態に応じて各所管課により対応することとする。 

 

 

 

 

（１）建築物が著しく保安上危険となるおそれがある 

ア 建築物に著しい傾斜があり、倒壊等するおそれがある 

イ 基礎及び土台に著しい損傷等があり、倒壊等するおそれがある 

ウ 柱、はり、筋かい、柱とはりの接合等に著しい損傷等があり、倒壊等するお

１．「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」

であるか否かの判断に際して参考となる基準 

別 紙 
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それがある 

エ 屋根ふき材、ひさし又は軒が脱落、飛散等するおそれがある 

オ 外壁が脱落、飛散等するおそれがある 

カ 看板、給湯設備、屋上水槽等が脱落、飛散等するおそれがある 

キ 屋外階段又はバルコニーが脱落、飛散等するおそれがある 

ク 門又は塀が脱落、飛散等するおそれがある 

 

（２）擁壁が老朽化し、ひび割れ等の障害状況等で危険となるおそれがある 

 

 

 

 

 

（１） 建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある 

ア 吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である 

イ 浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の

日常生活に支障を及ぼしている 

ウ 排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼし

ている 

 

（２） ごみ等の放置、不法投棄が原因で、次の状態にある 

ア ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支

障を及ぼしている 

イ ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域

住民の日常生活に支障を及ぼしている 

 

 

 

 

２．「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」 

であるか否かの判断に際して参考となる基準 

３．「適切な管理が行われてないことにより著しく景観を損なっている状態」

であるか否かの判断に際して参考となる基準 
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（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観に関するルールに著しく適合し

ない状態となっている 

ア 景観法に基づく景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限に著

しく適合しない状態となっている 

イ 景観法に基づく景観計画の景観地区において、当該都市計画に定める建築物

の形態意匠等の制限に著しく適合しない、又は条例で定める工作物の形態意

匠等の制限等に著しく適合しない状態となっている 

ウ 地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となってい

る 

 

（３） その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である 

ア 屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置さ

れている 

イ 多数の窓ガラス等が割れたまま放置されている 

ウ 看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置

されている 

エ 立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している 

オ 敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている 

 

 

 

 

（１） 立木が原因で、以下の状態にある 

ア 立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大

量に散らばっている 

イ 立木の枝等が近隣の道路等にはみだし、歩行者の通行を妨げている 

 

（２） 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある 

ア 動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼ

４．「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」 

であるか否かの判断に際して参考となる基準 

（２）
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している 

イ 動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている 

ウ 敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及

ぼしている 

エ 多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及

ぼしている 

オ 住みついた動物が周辺の土地・家屋に浸入し、地域住民の生活環境に悪影響

を及ぼすおそれがある 

カ シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影

響を及ぼすおそれがある 

 

（３） 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある 

ア 門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入

できる状態で放置されている 

イ 屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、

歩行者等の通行を妨げている 

ウ 周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している 
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東京都北区特定空家等対策担当所管課 

１．「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」

であるか否かの判断に際して参考となる基準 

（１）建築物が著しく保安上危険となるおそれがある 

 判断基準 担当所管課 

ア 建築物に著しい傾斜があり、倒壊等するおそれがある 建築課 

 
イ 基礎及び土台に著しい損傷等があり、倒壊等するおそれがある

ウ 柱、はり、筋かい、柱とはりの接合等に著しい損傷等があり、

倒壊等するおそれがある 

エ 屋根ふき材、ひさし又は軒が脱落、飛散等するおそれがある 

オ 外壁が脱落、飛散等するおそれがある 

カ 看板、給湯設備、屋上水槽等が脱落、飛散等するおそれがある

キ 屋外階段又はバルコニーが脱落、飛散等するおそれがある 

ク 門又は塀が脱落、飛散等するおそれがある 

（２）擁壁が老朽化し、ひび割れ等の障害状況等で危険となるおそれがある 

２．「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」である

か否かの判断に際して参考となる基準 

（１）建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある 

 判断基準 担当所管課 

ア 吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である 建築課 

環境課 

イ 浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、

地域住民の日常生活に支障を及ぼしている 

建築課 

環境課 

ﾘｻｲｸﾙ清掃課 ウ 排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に

支障を及ぼしている 

（２）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、次の状態にある 

 判断基準 担当所管課 

ア ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の

日常生活に支障を及ぼしている 

環境課 

ﾘｻｲｸﾙ清掃課 
北区清掃事務所

生活衛生課 

イ ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が

発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている 

３．「適切な管理が行われてないことにより著しく景観を損なっている状態」

であるか否かの判断に際して参考となる基準 

（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観に関するルールに著しく適合しない状

態となっている 

 判断基準 担当所管課 

ア 景観法に基づき景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠

等の制限に著しく適合しない状態となっている 

都市計画課 

イ 景観法に基づく景観計画の景観地区おいて、当該都市計画に定

める建築物の形態意匠等の制限に著しく適合しない、又は条例

で定める工作物の形態意匠等の制限等に著しく適合しない状態

都市計画課 

施設管理課 

別表 



- 2 - 

 

 

となっている 

ウ 地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状

態となっている 

都市計画課 
 

（２）その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である 

 判断基準 担当所管課 

ア 屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れ

たまま放置されている 

都市計画課 

建築課 

 イ 多数の窓ガラス等が割れたまま放置されている 

ウ 看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損

したまま放置されている 

エ 立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している 

 

都市計画課 

環境課 

オ 敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている 都市計画課 

ﾘｻｲｸﾙ清掃課 
北区清掃事務所

４．「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態」であるか否かの判断に際して参考となる基準 

（１）立木が原因で、以下の状態にある 

 判断基準 担当所管課 

ア 立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地

等に枝等が大量に散らばっている 

環境課 

施設管理課 

イ 立木の枝等が近隣の道路等にはみ見出し、歩行者の通行を妨げ

ている 

（２）空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある 

 判断基準 担当所管課 

ア 動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている 

環境課 

生活衛生課 

 イ 動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住

民の日常生活に支障を及ぼしている 

ウ 敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生

活に支障を及ぼしている 

エ 多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生

活に支障を及ぼしている 

オ 住みついた動物が周辺の土地・家屋に浸入し、地域住民の生活

環境に悪影響を及ぼすおそれがある 

カ シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生

活環境に悪影響を及ぼすおそれがある 

生活衛生課 

（３）建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある 

 判断基準 担当所管課 

ア 門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者

が容易に侵入できる状態で放置されている 

危機管理課 

建築課 

イ 屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落

雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている 

施設管理課 

建築課 

 ウ 周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している 



東

京

都

北

区

条

例

第

二

号

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

条

例

（

設

置

）

第

一

条

空

家

等

対

策

の

推

進

に

関

す

る

特

別

措

置

法

（

平

成

二

十

六

年

法

律

第

百

二

十

七

号

。

以

下

「

法

」

と

い

う

。

）

の

適

正

か

つ

円

滑

な

運

用

を

図

る

た

め

、

区

長

の

附

属

機

関

と

し

て

、

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

（

以

下

「

審

議

会

」

と

い

う

。

）

を

設

置

す

る

。

（

所

掌

事

務

）

第

二

条

審

議

会

は

、

次

に

掲

げ

る

事

項

に

つ

い

て

区

長

の

諮

問

に

応

じ

て

審

議

し

、

答

申

す

る

。

一

空

家

等

対

策

計

画

（

法

第

六

条

第

一

項

の

空

家

等

対

策

計

画

を

い

う

。

）

の

作

成

、

変

更

等

に

関

す

る

こ

と

。

二

区

内

に

存

す

る

空

家

等

（

法

第

二

条

第

一

項

の

空

家

等

を

い

う

。

）

が

特

定

空

家

等

（

同

条

第

二

項

の

特

定

空

家

等

を

い

う

。

）

の

状

態

に

あ

る

か

否

か

の

判

定

に

関

す

る

こ

と

。

三

法

第

十

四

条

第

一

項

又

は

第

二

項

の

規

定

に

基

づ

く

区

長

に

よ

る

助

言

、

指

導

又

は

勧

告

に

関

す

る

こ

と

。

四

法

第

十

四

条

第

三

項

の

規

定

に

基

づ

く

区

長

に

よ

る

命

令

に

関

す

る

こ

と

。

五

法

第

十

四

条

第

九

項

の

規

定

に

基

づ

き

、

行

政

代

執

行

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

四

十

三

号

）

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

従

い

、

区

長

が

自

ら

行

い

、

又

は

第

三

者

を

し

て

行

わ

せ

る

行

為

に

関

す

る

こ

と

。

- 1 -

審議１－４③



六

法

第

十

四

条

第

十

項

の

規

定

に

基

づ

き

、

区

長

が

自

ら

行

い

、

又

は

そ

の

命

じ

た

者

若

し

く

は

委

任

し

た

者

に

行

わ

せ

る

措

置

に

関

す

る

こ

と

。

七

前

各

号

に

掲

げ

る

も

の

の

ほ

か

、

区

長

が

必

要

と

認

め

る

事

項

（

組

織

）

第

三

条

審

議

会

は

、

区

長

が

委

嘱

し

、

又

は

任

命

す

る

委

員

三

十

人

以

内

で

組

織

す

る

。

（

任

期

）

第

四

条

委

員

の

任

期

は

、

二

年

と

し

、

再

任

を

妨

げ

な

い

。

た

だ

し

、

補

欠

の

委

員

の

任

期

は

、

前

任

者

の

残

任

期

間

と

す

る

。

（

会

長

及

び

副

会

長

）

第

五

条

審

議

会

に

会

長

及

び

副

会

長

を

置

き

、

委

員

の

互

選

に

よ

り

選

出

す

る

。

２

会

長

は

、

審

議

会

を

代

表

し

、

会

務

を

総

理

す

る

。

３

副

会

長

は

、

会

長

を

補

佐

し

、

会

長

に

事

故

が

あ

る

と

き

、

又

は

会

長

が

欠

け

た

と

き

は

、

そ

の

職

務

を

代

理

す

る

。

（

会

議

）

第

六

条

審

議

会

は

、

会

長

が

招

集

す

る

。

２

審

議

会

は

、

委

員

の

過

半

数

の

出

席

が

な

け

れ

ば

、

会

議

を

開

く

こ

と

が

で

き

な

い

。

３

審

議

会

の

議

事

は

、

出

席

し

た

委

員

の

過

半

数

を

も

っ

て

決

し

、

可

否

同

数

の

と

き

は

、

会

長

の

決

す

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。
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（

意

見

聴

取

等

）

第

七

条

審

議

会

は

、

調

査

審

議

の

た

め

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

委

員

以

外

の

者

の

出

席

を

求

め

て

、

意

見

を

聴

き

、

又

は

説

明

若

し

く

は

資

料

の

提

出

を

求

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

守

秘

義

務

）

第

八

条

委

員

は

、

職

務

上

知

り

得

た

秘

密

を

漏

ら

し

て

は

な

ら

な

い

。

そ

の

職

を

退

い

た

後

も

、

ま

た

、

同

様

と

す

る

。

（

委

任

）

第

九

条

こ

の

条

例

の

施

行

に

関

し

必

要

な

事

項

は

、

東

京

都

北

区

規

則

で

定

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

条

例

は

、

平

成

二

十

九

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

東

京

都

北

区

附

属

機

関

の

構

成

員

の

報

酬

及

び

費

用

弁

償

に

関

す

る

条

例

の

一

部

改

正

）

２

東

京

都

北

区

附

属

機

関

の

構

成

員

の

報

酬

及

び

費

用

弁

償

に

関

す

る

条

例

（

昭

和

三

十

一

年

十

二

月

東

京

都

北

区

条

例

第

十

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

会

長

二

〇

、

六

〇

〇

円

学

識

経

験

者

か

ら

委

嘱

さ

れ

た

委

一

八

、

五

〇

〇

円
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員
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東

京

都

北

区

規

則

第

十

八

号

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

運

営

規

則

（

趣

旨

）

第

一

条

こ

の

規

則

は

、

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

条

例

（

平

成

二

十

九

年

三

月

東

京

都

北

区

条

例

第

二

号

）

第

九

条

の

規

定

に

基

づ

き

、

東

京

都

北

区

空

家

等

対

策

審

議

会

（

以

下

「

審

議

会

」

と

い

う

。

）

の

運

営

に

関

し

、

必

要

な

事

項

を

定

め

る

も

の

と

す

る

。

（

委

員

）

第

二

条

審

議

会

の

構

成

は

、

次

に

掲

げ

る

と

お

り

と

す

る

。

一

学

識

経

験

者

三

人

以

内

二

建

築

関

係

団

体

等

の

代

表

者

五

人

以

内

三

町

会

及

び

自

治

会

の

代

表

者

三

人

以

内

四

東

京

都

北

区

の

区

域

を

管

轄

す

る

警

察

署

及

び

消

防

署

の

職

員

六

人

以

内

五

そ

の

他

区

長

が

適

当

と

認

め

る

者

十

三

人

以

内

（

招

集

の

通

知

）

第

三

条

会

長

は

、

審

議

会

を

招

集

す

る

と

き

は

、

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

開

会

日

の

三

日

前

ま

で

に

会

議

の

日

時

、

場

所

及

び

議

題

を

示

し

て

、

委

員

に

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

欠

席

）

第

四

条

委

員

は

、

前

条

の

規

定

に

よ

る

招

集

の

通

知

を

受

け

た

場

合

に

お

い

て

事

故

等

の

た

め

- 1 -
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出

席

で

き

な

い

と

き

は

、

あ

ら

か

じ

め

そ

の

旨

を

会

長

に

申

し

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

議

席

）

第

五

条

委

員

の

議

席

は

、

あ

ら

か

じ

め

会

長

が

定

め

る

。

（

議

事

日

程

）

第

六

条

会

長

は

、

議

事

の

審

議

順

序

等

を

記

載

し

た

議

事

日

程

を

作

成

し

、

委

員

に

配

付

す

る

も

の

と

す

る

。

（

議

事

順

序

）

第

七

条

議

事

は

、

次

の

順

序

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

一

議

題

の

宣

言

二

議

案

の

説

明

三

質

疑

応

答

四

討

論

五

採

決

２

会

長

は

、

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

議

案

の

審

議

順

序

を

変

更

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

発

言

の

制

止

等

）

第

八

条

会

長

は

、

議

事

の

整

理

上

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

発

言

を

制

止

し

、

又

は

議

事

を

中

止

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

退

席

）
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第

九

条

委

員

は

、

開

会

中

、

退

席

し

よ

う

と

す

る

と

き

は

、

そ

の

旨

を

会

長

に

申

し

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

会

議

の

公

開

）

第

十

条

審

議

会

の

会

議

は

、

こ

れ

を

公

開

す

る

。

た

だ

し

、

次

に

掲

げ

る

場

合

は

、

そ

の

全

部

又

は

一

部

を

非

公

開

と

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

東

京

都

北

区

情

報

公

開

条

例

（

平

成

十

二

年

十

二

月

東

京

都

北

区

条

例

第

六

十

三

号

）

第

八

条

各

号

に

掲

げ

る

非

公

開

情

報

が

含

ま

れ

る

事

項

に

つ

い

て

審

議

す

る

場

合

二

会

議

を

公

開

す

る

こ

と

に

よ

り

、

公

正

か

つ

円

滑

な

審

議

が

著

し

く

阻

害

さ

れ

る

お

そ

れ

が

あ

る

と

認

め

ら

れ

る

場

合

２

会

長

は

、

傍

聴

人

の

数

を

制

限

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

３

会

長

は

、

傍

聴

人

が

係

員

の

指

示

に

従

わ

な

い

と

き

、

又

は

会

場

の

秩

序

を

乱

し

た

と

認

め

る

と

き

は

、

退

場

を

命

じ

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

議

事

録

の

作

成

）

第

十

一

条

会

長

は

、

次

に

掲

げ

る

事

項

を

記

載

し

た

議

事

録

を

作

成

す

る

。

一

会

議

の

日

時

及

び

場

所

二

出

席

者

の

氏

名

三

審

議

の

概

要

及

び

結

果

四

そ

の

他

会

長

が

必

要

と

認

め

る

事

項
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２

議

事

録

は

、

こ

れ

を

公

開

す

る

。

た

だ

し

、

発

言

者

名

等

公

開

す

る

こ

と

に

よ

り

公

正

か

つ

円

滑

な

議

事

運

営

が

著

し

く

損

な

わ

れ

る

と

認

め

ら

れ

る

部

分

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

３

議

事

録

に

は

、

会

長

及

び

会

長

が

指

名

す

る

委

員

が

署

名

す

る

も

の

と

す

る

。

（

部

会

）

第

十

二

条

会

長

は

、

諮

問

事

項

に

関

す

る

調

査

又

は

検

討

を

行

わ

せ

る

た

め

、

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

部

会

を

置

く

こ

と

が

で

き

る

。

２

部

会

は

、

会

長

が

指

名

す

る

委

員

を

も

っ

て

組

織

す

る

。

３

部

会

に

部

会

長

を

置

き

、

会

長

の

指

名

す

る

委

員

を

も

っ

て

充

て

る

。

４

部

会

長

は

、

部

会

を

招

集

し

、

部

会

の

会

務

を

総

理

す

る

。

５

部

会

は

、

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

第

二

項

の

委

員

以

外

の

者

の

出

席

を

求

め

て

、

意

見

を

聴

き

、

又

は

説

明

若

し

く

は

資

料

の

提

出

を

求

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

庶

務

）

第

十

三

条

審

議

会

の

庶

務

は

、

ま

ち

づ

く

り

部

住

宅

課

に

お

い

て

処

理

す

る

。

（

委

任

）

第

十

四

条

こ

の

規

則

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

審

議

会

の

運

営

に

関

し

必

要

な

事

項

は

、

会

長

が

別

に

定

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

平

成

二

十

九

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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北区空家等対策庁内検討委員会設置要綱  

 
２８北ま住第２３２３号  

平成２９年３月２４日区長決裁  
（設置）  
第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律１２７号。以下

「法」という。）による適切な管理が行われていない空家等への対策について、

より効果的に推進するため関係部局相互の連絡・調整・検討等総合的な対策を

行うため、北区空家等対策庁内検討委員会（以下「委員会」）を設置する。  
 
（所掌事務）  
第２条 委員会は、次の各号に掲げる事務を行う。  
（１）空家等対策計画（法第６条第１項の空家等対策計画をいう。）の作成、変

更等に関すること。  
（２）空家等対策に係る情報収集及び関係部局間の連絡及び調整に関すること。 
（３）特定空家等（法第２条第２項の特定空家等をいう。）の該当の可否、助言、

指導、勧告、命令、行政代執行等の総合的な検討に関すること。  
（４）前三号に掲げるもののほか、前条の設置目的を達成するために必要な事項

に関すること。  
 
（組織）  
第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。  
２ 委員長は、まちづくり部住宅課長をもって充て、委員長に事故があるときは

あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理する。  
３ 委員は、別表に掲げる者をもって充てる。  
４ 委員長は、必要に応じて、委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を

聞き、又は資料の提出を求めることができる。  
 
（会議の招集）  
第４条 委員長は、必要に応じて会議を招集することができる。  
 
（庶務）  
第５条 委員会の庶務は、まちづくり部住宅課が行う。  
 
（委任）  
第６条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定める。  
 
 
 

審議１－４⑤



 
付 則  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  
 
別表（第３条関係）  

危機管理室  危機管理課長  
同課主査  

生活環境部  リサイクル清掃課長  
同課リサイクル生活係長 

同係担当 

環境課長  
同課環境規制調査係長  
同係担当  
同課自然環境みどり係長  
同係担当 

北区清掃事務所長 

同所作業第一係長 

同係担当 

健康福祉部  生活福祉課長 

同課相談係長 

同係担当 

高齢福祉課長 

同課高齢相談係長 

同係担当 

障害福祉課長 

同課王子障害相談係長 

同係担当  
北区保健所  生活衛生課長 

同課生活衛生係長 

同係担当  
まちづくり部  都市計画課長 

同課都市計画主査（開発調整） 

同係担当 

建築課長 

同課建築主査（監察） 

同係担当  
土木部  施設管理課長 

同課監察係長 

同係担当 
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≪  東京都北区空家等対策審議会  今後の予定  ≫  

 

第１回  
H29.6.30 

１  委員委嘱  
２  会長、副会長選出  
３  北区空家等対策審議会について  
４  北区の空家対策の現状について  
５  北区の空家等実態調査の結果について  
６  今後のスケジュールについて  
７  その他  

第２回  
H29.8.28 １  北区空家等対策計画（素案）に関する審議（第１回）

２  今後の日程等確認  

第３回  
H29.11.10 １  北区空家等対策計画（案）に関する審議（第２回）

２  今後の日程等確認  

 H29.11 下旬（4 定） 議会：報告  
H29.1210 
（原稿締切 11/13）

北区ニュース・北区 HP（パブリックコメント告知）  

12/11～1/15 パブリックコメントの実施（意見聴収）  
  

第４回  
H30.1 月下旬  

～２月下旬

１  北区空家等対策計画（案）に関する審議（第３回）

２  今後の日程等確認  

第 5 回  
 H30. １  北区空家等対策計画 答申  

 H30.2（1 定）  議会：計画の報告  
  
H30.3.10 
（原稿締切 2/9）  

北区ニュース・北区 HP（北区空家等対策計画公表）  

H30.3.12～  結果公表（配布・HP）  

審議１-６



東京都北区空家等対策計画の骨子（案） 

 

１ 体裁及び内容 

  「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、平成２８年度北区空家等

実態調査の結果を踏まえ、北区空家等対策計画全体を 目的・位置付け 現状

と課題 基本的な考え方 空き家に対する施策 計画の推進の５つの章に分け、

巻末に参考資料を加え A4 サイズ 50 ページ程度を想定しています。 

 

２ 各章の主な内容 

  第１章 計画の目的・位置付け等  

       空き家問題の背景、目的、北区空家等対策計画の位置付けを明確化し、

計画の期間、対象地域、対象とする空き家の種類について定義します。 

 

第２章 現状と課題  

       国で５年ごとに実施している住宅・土地統計調査、平成２８年度北区

空家等実態調査、北区空き家相談等から見える課題を検討します。 

 

第３章 空き家等対策における基本的な考え方  

      第 2 章の課題を解決するために、北区としての方針を決め、空き家

化、管理不全化、除却等の各段階に応じた方策を検討します。 

 

第４章 空き家に対する施策  

      空き家に関する問題は、長期化したものも多くみられことから、次

世代に負の遺産として残さないためにも、生前相談の推奨、相続人の

いない所有者からの相談対応、空き家の発生を抑制するための特例措

置（譲渡所得の 3,000 万円特別控除）の周知、空き家発生の予防、利

活用、北区特定空家等基準による仕組みづくり等が必要です。そして、

内外部の関係所管が、連携・協力体制を構築すること等の課題につい

て検討します。 

  

第５章 計画の推進  

      第 1～５章までの内容について継続性を担保し、計画的に実行できる

仕組みを検討します。 

 

３ 資料編 

 ・空家等対策の推進に関する特別措置法等 

・「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針 

・北区空家等実態調査報告書 

・東京都北区特定空家等に対する措置方針  

審議１－７


